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県民調査の結果（20問）

Ⅰ　消費者の意識と行動について

< 問 1 > 商品�サービス選択時の意識

商品やサービスを選ぶ際に意識する項目について、「常に意識する」と「よく意識

する」と「たまに意識する」の合計で最も多かった上位3項目は、「価格」（96.3％＝

53.3％＋32.6％＋10.4％）、「安全性」（96.6％＝41.8％＋42.5％＋12.3％）、「機能・品

質」（96.9％＝41.3％＋46.9％＋8.7％）となっています。

「その商品やサービスが環境へ及ぼす影響」は84.9％（11.5％＋35.5％＋37.9％）、「事

業者の経営方針や理念、社会貢献活動」は58.2％（3.8％＋14.0％＋40.4％）となって

います。
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【参考】平成27年2月の消費生活に関する県民調査との比較

・ 社会や環境への影響を意識して商品・サービスを選択する消費者の割合が増加

しています。

〈商品・サービス選択時の意識〉

項　　目 H27.2月（※1） H30.3月（※2）

その商品やサービスが環境へ及ぼす影響 28.4％ 84.9％

事業者の経営方針や理念、社会貢献活動 13.5％ 58.2％

（※1） 各項目の割合は、「意識する」「どちらともいえない」「あまり意識しない」の回答の内、「意識する」の値
（※2） 各項目の割合は、「常に意識する」「よく意識する」「たまに意識する」「ほとんど意識しない」「全く意識しな

い」の回答の内、「常に意識する」「よく意識する」「たまに意識する」の合計値

< 問 2 > 消費者として意識する行動

消費者として意識する行動について、「心掛けている」と「ある程度心掛けている」

の合計で、最も多かったのは、「表示や説明を十分確認し、その内容を理解した上で

商品やサービスを選択する」（79.2％＝27.0％＋52.2％）で、次いで「不必要な包装を

断ったり、マイバックを持参する」（76.8％＝38.9％＋37.9％）となっています。
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< 問 3 >『消費者市民社会』の認知度

『消費者市民社会』の認知度について、「言葉も内容も、知っている」は、6.5％と

なっています。特に、30歳代の認知度が1.2％と最も低く、最も高かったのは70歳以

上の10.3％となっています。

< 問 4 >『エシカル消費』の認知度

『エシカル消費』の認知度について、「言葉も内容も、知っている」は2.6％となっ

ています。また、世代別において、大きな差異は見受けられませんでした。
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Ⅱ　消費者問題に対する関心について

< 問 5 > 消費者問題への関心度

消費者問題の関心度について、「関心がある」と「どちらかといえば関心がある」

の合計は、60.6％（20.4％＋40.2％）となっています。

 

< 問 6 > 関心のある消費者問題の内容

関心のある消費者問題の内容について、「食品の安全性」（88.8％）が最も多く、次

いで、「製品の安全性」（70.6％）、「生活関連物資の価格動向」（65.8％）が多くなって

います。
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Ⅲ　消費生活上のトラブルに関する経験について

< 問 7 > 過去 1 年間の消費者トラブルの経験

過去1年間において、商品の購入やサービスの利用する上でのトラブルの経験が

「ある」回答した方は7.6％となっています。

【参考】平成27年2月の消費生活に関する県民調査との比較

・消費者トラブルを経験した人は減少しています。

〈過去1年間の消費者トラブルの経験〉

項　　目 H27.2月 H30.3月

過去1年間に消費者トラブルの経験が「ある」 11.6％  7.6％

< 問 8 > 経験した消費者トラブルの内容

問7で、過去1年間における消費者トラブルの経験が「ある」と回答した方に、

トラブルの内容について質問したところ、「商品やサービスの内容に関すること」

（55.0％）が最も多く、次いで、「事後の応対や苦情への対応に関すること」（22.9％）、

「食品の安全・表示に関すること」（18.3％）となっています。
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< 問 9 > 消費者トラブルにあった際の相談状況

問7で、過去1年間における消費者トラブルの経験が「ある」と答えた方に、トラ

ブルにあった際の相談状況を質問したところ、「相談した」が59.5％、「相談しなかっ

た」が32.8％となっています。

< 問 10 > 消費者トラブルの相談先

問9で、消費者トラブルにあった際にどこかに（誰かに）「相談した」と回答した方

に、相談先を質問したところ、「販売店やメーカーなどの相談窓口」（60.3％）が最も

多く、次いで、「家族、知人、同僚など身近な人」（34.6％）となっています。「県の消

費生活センター」は、7.7％、「市町の消費生活センター・相談窓口」は6.4％となって

います。
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< 問 11 > 相談しなかった理由

問9で、消費者トラブルにあった際にどこかに（誰かに）「相談しなかった」と回答

した方に、相談しなかった理由を質問したところ、「被害が小さく相談するほどのこ

とではなかった」（39.5％）が最も多く、次いで「相談せず、自分で調べて解決しよう

とした」（34.9％）、「相談しても、解決できると思えなかった」（34.9％）となってい

ます。

< 問 12 > 消費者被害にあわないよう気をつけていること

消費者被害にあわないよう気をつけていることについて、「「必ず儲かる！」といっ

たうまい話には気をつけるようにしている」（79.7％）が最も多く、次いで「契約の際

には即決せず、冷静に考えたり周囲に相談するようにしている」（58.8％）、「テレビ、

新聞、雑誌等のマスメディアの報道を見ている」（58.4％）となっています。
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< 問 13 > 消費生活に関する相談窓口等の認知度

消費生活に関する相談窓口等の認知度について、「名前も内容も知っている」と回

答した方が多いのは、「県消費生活センター」（33.6％）、次いで「市町の消費生活セン

ターまたは相談窓口」（29.8％）となっています。

【参考】平成27年2月の消費生活に関する県民調査との比較

・消費生活に関する相談窓口の認知度は上昇しています。

〈消費生活に関する相談窓口等の認知度〉

項　　目 H27.2月 H30.3月

県消費生活センター 27.0％ 33.6％

市町の消費生活センター 24.3％ 29.8％

Ⅳ　インターネット関連における消費生活上のトラブルについて

< 問 14 > インターネット利用での取引量

インターネット利用した商品やサービスの購入などの取引量について、「大幅に増

えている」と「増えている」の合計では、全世代が33.4％（8.0％＋25.4％）で、なか

でも、20 ～ 40歳代では、5割を大きく超えています。逆に、60歳代や70歳以上につ

いては6割以上の方が「利用していない」となっています。
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< 問 15 > 増加しているインターネットの取引内容

問14で、インターネット利用した商品やサービスの購入などの取引量が「大幅に増

えている」と「増えている」と回答した方に、どのような取引が増えているかを質問

したところ、全世代の9割以上が「商品の購入」と回答しています。
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< 問 16 > インターネット取引でのトラブル内容

問14で、インターネットの利用がある（「大幅に増えている」、「増えている」、「変

わらない」、「減っている」）と回答した方に、トラブルの状況や内容を質問したとこ

ろ、「特にトラブルにあった経験はない」（62.5％）が最も多く、次いで「商品やサー

ビスの内容が、想定していたものと違った」（17.2％）となっています。

Ⅴ　架空請求について

< 問 17 > 架空請求の経験

架空請求の経験について、全世代では「ある」が31.8％となっています。

架空請求の経験が「ある」と回答した方を年齢別でみると、特に30歳代～ 50歳代

が多くなっています。
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< 問 18 > 架空請求を経験した時の対応

問17で、架空請求の経験が「ある」と回答した方に、架空請求に対する対応につい

て質問したところ、「自分の判断で無視した」（70.6％）が最も多く、次いで「他の人

に相談して無視した」（22.6％）となっています。

一方、請求のあった相手に電話等で連絡した人は、「他の人に相談したが、請求の

あった相手に、電話等で連絡した」（0.4％）と「自分の判断で、請求のあった相手に、

電話等で連絡した」（3.1％）の合計で、3.5％となっています。

 

< 問 19 > 架空請求の請求相手に連絡した後の状況

問18で、架空請求を経験した際に「請求のあった相手に、電話等で連絡した」と

回答した方に、連絡した後、どのような状況になったかを質問したところ、「請求の

あった相手に、お金を支払ってしまい、金銭的な被害が生じた」（36.8％）が最も多

く、次いで「請求のあった相手から頻繁に電話がかかってきた」（31.6％）となってい

ます。
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Ⅵ　成年年齢引下げに伴う必要な消費者トラブルへの対応

< 問 20 > 成年年齢引下げに伴う必要な消費者トラブルへの対応

成年年齢引下げに伴い、18 ～ 19歳の消費者トラブルが増加するおそれがあること

に対して、どのような対応が必要か質問したところ、「家庭において、子どもに、契

約関係などの知識を教えていくことが必要」（80.9％）が最も多く、次いで「高等学

校、大学等において、契約関係などの教育を強化」（72.4％）となっています。
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事業所調査の結果（7問）

Ⅰ　事業活動および消費者教育の取組状況について

< 問 1 > 事業活動において重視している取組み

事業活動において重視して取り組んでいる内容については、「商品（製品）・サービ

スの機能・品質の向上」（61.8％）が最も多く、次いで「商品（製品）・サービスの安

全性の向上」（36.6％）となっています。

「地域や社会のための社会貢献活動」は22.8％、「社会や環境に配慮した商品（製

品）・サービスの提供」は15.4％となっています。

< 問 2 > 消費者教育�啓発活動の実施状況

消費者を対象とした情報提供など消費者教育や啓発活動の実施状況については、

「行っている」が18.7％となっています。
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< 問 3 > 実施している消費者教育�啓発活動の内容

問2で、消費者教育・啓発活動を「行っている」と回答した事業者に対し、その内

容を質問したところ、「情報誌、チラシ、パンフレット等による情報提供」（65.2％）

が最も多く、次いで「メール、SNS、ホームページ等による情報提供」（52.2％）と

なっています。

Ⅱ　一般消費者からの苦情への対応について

< 問 4 > 消費者からの苦情等を処理する体制の整備状況

消費者からの苦情等を処理する体制の整備状況について、「消費者対応を行う専門

の担当者や部門を、設置している」と「消費者対応を行う専門の担当者や部門を、自

社内で設置していないが、業界団体で設置している」の合計でみると、全体で、約5

割（49.4％＝（39.0％ + 10.4％））の事業者が体制を整備しています。一方、20人以下

の小規模事業者では、約3割（28.6％（14.3％ + 14.3％））となっています。
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< 問 5 > 消費者からの苦情、意見、問い合わせ等の処理方法

消費者からの苦情や意見、問い合わせ等をどのように処理しているかについては、

「その場（電話での対応を含む）で説明、あるいは必要に応じて謝罪を行っている」、

「苦情や意見、問い合わせ等をもとに再発防止策を講じている」と回答した事業所の

割合が高くなっています。
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Ⅲ　消費者志向経営について

< 問 6 > 消費者志向経営の認知度

『消費者志向経営』の認知度について、全体では、「言葉も内容も、知っている」は

11.4％となっています。

< 問 7 > 消費者志向経営の理解度�必要性

『消費者志向経営』の理解度・必要性について、全体では、「既に実施している」は

2.4％、「理解できるし、必要な取組だと思う」は55.3％となっています。
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